
 

（返信用封筒に貼付した郵便切手に係る仕入税額控除の適用） 

【答】 

郵便切手類は、購入時においては原則として、課税仕入れには該当せず、役務又は物品の引

換給付を受けた時にその引換給付を受けた事業者の課税仕入れとなります。 

適格請求書等保存方式においては、仕入税額控除の適用を受けるためには、原則として適格

請求書等の保存が必要となりますが、郵便切手類のみを対価とする郵便ポスト等への投函によ

る郵便サービスは、適格請求書の交付義務が免除されており、買手においては、一定の事項を

記載した帳簿のみの保存で仕入税額控除の適用を受けることができます（基通 11－３－７）。 

この点、ご質問のように、返信用封筒に貼付された郵便切手類（自らが購入した郵便切手類）

により返送を受けるのであれば、郵便切手類のみを対価とする郵便ポスト等への投函による郵

便サービスを受けたものとして、帳簿のみの保存で仕入税額控除を行うこととして差し支えあ

りません。 

（注） この場合、当該郵便切手類の購入時に仕入税額控除を行うことも可能ですが、その後、

返送を受けないことが明らかとなった際には、その明らかとなった課税期間において、仕

入控除税額を調整することとして差し支えありません。 

 

  

問 106－２ 当社は、取引先に書類を送付し、その控えを返信用封筒で当社に送り返してもらう

こととしています。この際、封筒に同封する返信用封筒に郵便切手をあらかじめ貼付してい

ますが、この郵便切手により返送を受けるという引換給付についても仕入税額控除を行って

よいでしょうか。【令和６年４月追加】 


